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第
２
回
で
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権
限
の
地
方
公
共
団
体
へ
の
移
管
の

議
論
の
始
ま
り
か
ら
一
体
的
実
施
事
業
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
開
始
ま
で
を
説
明
し

ま
し
た
。
第
３
回
で
は
、
議
論
の
過
程
で
始
ま
っ
た
こ
れ
ら
の
連
携
策
に
つ
い
て
説
明

し
ま
す
。

１�　

�

一
体
的
実
施
事
業

平
成
22
年
12
月
に
「
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ

ラ
ン
～
出
先
機
関
の
原
則
廃
止
に
向
け
て

～
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
中

で
「
希
望
す
る
地
方
自
治
体
に
お
い
て
、

国
が
行
う
無
料
職
業
紹
介
、
雇
用
保
険
の

認
定
・
給
付
等
の
事
務
と
地
方
が
行
う
無

料
職
業
紹
介
、
職
業
能
力
開
発
、
公
営
住

宅
、
福
祉
等
に
関
す
る
相
談
業
務
等
が
、

地
方
自
治
体
の
主
導
の
下
、
運
営
協
議
会

の
設
置
な
ど
に
よ
り
一
体
的
に
実
施
さ

れ
、
利
用
者
の
様
々
な
ニ
ー
ズ
に
き
め
細

か
く
応
え
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
よ
う
、

所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
」
と
さ
れ
、

さ
ら
に
「
当
該
一
体
的
な
実
施
を
３
年
程

度
行
い
、
そ
の
過
程
に
お
い
て
も
そ
の
成

果
と
課
題
を
十
分
検
証
す
る
こ
と
と
し

･･･

地
方
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
に
つ
い

て
検
討
す
る
こ
と
」
と
さ
れ
ま
し
た
。
こ

れ
が
一
体
的
実
施
事
業
の
契
機
と
な
り
、

平
成
23
年
６
月
か
ら
事
業
が
開
始
さ
れ
ま

し
た
。

一
体
的
実
施
事
業
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

の
サ
ー
ビ
ス
と
、
地
方
公
共
団
体
が
提
供

す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で

提
供
す
る
も
の
で
す
。
拠
点
数
や
利
用
者

等
の
評
価
は
第
１
回
で
述
べ
た
と
お
り
で

す
。具

体
的
な
連
携
と
し
て
は
、
生
活
保
護

受
給
者
へ
の
支
援
の
他
、
地
方
公
共
団
体

が
各
種
の
セ
ミ
ナ
ー
や
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
を
民
間
委
託
等
に
よ
り
実
施

し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で

職
業
相
談
・
紹
介
を
行
っ
て
い
る
例
が
あ

り
ま
す
。
国
と
地
方
公
共
団
体
の
そ
れ
ぞ

れ
の
サ
ー
ビ
ス
を
駆
使
し
て
チ
ー
ム
支
援

を
行
っ
て
い
る
例
も
多
々
あ
り
ま
す
。
利

用
者
に
と
っ
て
、
複
数
の
専
門
的
な
サ
ー

ビ
ス
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
受
け
ら
れ
る
メ

リ
ッ
ト
は
非
常
に
大
き
い
と
言
え
る
で

し
ょ
う
。

２�　

�

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区

平
成
23
年
12
月
、「
出
先
機
関
の
原
則

廃
止
に
向
け
た
今
後
の
取
組
方
針
」
に
お

い
て
「
特
区
制
度
を
活
用
し
て
、
試
行
的

に
、
東
西
１
か
所
ず
つ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が

移
管
さ
れ
て
い
る
の
と
実
質
的
に
同
じ
状

況
を
作
り
、
移
管
可
能
性
の
検
証
を
行
う

（
仮
称
：
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
）」
こ
と
と

さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
平
成
24

年
10
月
か
ら
埼
玉
県
と
佐
賀
県
で
始
ま
っ

た
の
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
で
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
取
組
と
し
て
、

埼
玉
県
と
佐
賀
県
で
は
、
県
と
労
働
局
で

そ
れ
ぞ
れ
の
サ
ー
ビ
ス
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

で
提
供
す
る
施
設
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
だ
け
で
あ
れ
ば
一
体
的
実
施
施
設
と

変
わ
ら
な
い
で
す
が
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特

区
の
特
徴
は
、
都
道
府
県
知
事
が
労
働
局

長
に
対
し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
業
務
に
関

す
る
事
項
に
つ
い
て
必
要
な
指
示
を
す
る

こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
た
こ
と
で
す
（
改

正
前
の
雇
用
対
策
法
施
行
規
則
附
則
第
９

条
第
２
項
）。

し
か
し
な
が
ら
、
開
始
か
ら
３
年
超
を

経
過
す
る
間
に
、
実
際
に
県
か
ら
労
働
局

長
に
出
さ
れ
た
指
示
は
１
件
だ
け
で
し

た
。
そ
の
内
容
は
、
佐
賀
県
の
特
区
施
設

に
お
い
て
、
国
が
職
業
相
談
・
職
業
紹
介

を
実
施
し
、
県
が
同
施
設
で
民
間
委
託
に

よ
る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
行
っ
て
い
た
も

の
を
、
利
用
者
の
利
便
性
を
高
め
る
た
め

に
、
県
が
行
っ
て
い
た
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

を
国
が
実
施
す
る
よ
う
に
改
め
る
と
い
う

も
の
で
し
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
で
も
、
佐
賀
労

働
局
の
特
区
の
現
場
で
は
、
ロ
ー
テ
ー

シ
ョ
ン
を
組
む
こ
と
で
、
職
業
相
談
・
職

業
紹
介
の
み
な
ら
ず
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に

つ
い
て
も
、
ど
の
職
員
も
適
切
に
行
え
る

よ
う
体
制
を
整
え
た
と
聞
い
て
い
ま
す
。

「
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
」の
施
行

〜
第
３
回　

国
と
地
方
公
共
団
体
と
の
連
携
策
に
つ
い
て
〜

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス
①�

（
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
）
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平
成
24
年
以
降
の

　
　

�
更
な
る
連
携
拡
大

一
体
的
実
施
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区

は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権
限

を
地
方
公
共
団
体
に
移
管
す
る
議
論
の
試

金
石
と
し
て
の
連
携
策
と
し
て
実
施
さ
れ

ま
し
た
が
、
そ
の
後
も
、
連
携
策
は
随
時

実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

平
成
24
年
12
月
の
政
権
交
代
後
も
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
に
係
る
議
論
は
続
き
、
平
成

25
年
に
は
地
方
分
権
改
革
推
進
本
部
、
地

方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
、
雇
用
対
策
部

会
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
（
こ
れ
ら
の
機
関

は
現
在
も
継
続
し
て
い
ま
す
。）。

こ
う
し
た
中
、
平
成
25
年
８
月
の
雇
用

対
策
部
会
報
告
書
で
、「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

の
求
人
情
報
を
地
方
公
共
団
体
に
提
供
す

る
取
組
を･･･

積
極
的
に
進
め
る
べ
き
で

あ
る
」
と
さ
れ
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求
人

情
報
の
オ
ン
ラ
イ
ン
提
供
が
実
施
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
し
た
（
一
方
、
平
成
25
年

６
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
日
本
再
興
戦

略
」
に
お
い
て
も
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求

人
情
報
を
、
民
間
企
業
や
地
方
公
共
団
体

に
対
し
て
提
供
す
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ

て
い
ま
し
た
。）。

ま
た
、
地
方
公
共
団
体
は
公
的
性
格
を

雇用対策における国・地方の連携強化について（総論）

（参考）雇用対策法（昭和41年法律第132号）（抄）
　　　第五条　地方公共団体は、国の施策と相まつて、当該地域の実情に応じ、雇用に関する必要な施策を講ずるように努めなければならない。

ワンストップ窓口設置
一体的実施　　　　【311か所】

ハローワーク特区　　【２か所】

■国と地方の役割分担・連携のイメージ

セーフティーネットと
しての役割

地域の問題への対応各種の共同事業
（誘致企業の人材確保など）

平成29年 1月末時点

平成29年 1月31日時点

雇用対策協定
【116自治体】
（38都道府県78市町村）

○国と地方自治体が、それぞれの強みを発揮し、一体となって雇用対策を進めることで、住民サービ
スの更なる強化を目指すことが重要。

※地域の雇用問題を解決するためには、様々な取組を一体的に行う必要がある。
　（例：企業誘致や産業育成などと職業紹介による企業の人材確保支援、生活困窮者に対する生活

支援と職業紹介などの就労支援）

全国ネットワークを通じて、憲
法に定められた勤労権の保
障のためのセーフティーネットの
役割を果たす。

●主な業務
以下の業務を一体的に実施
①全国ネットワークの職業紹介
（就職に関する相談、職業
紹介、企業訪問による求人
開拓、各種セミナー・就職
面接会の開催など）

②雇用保険制度の運営

③雇用対策
（障害者雇用率の達成指導
など）

地方自治体は、無料職業紹
介事業を含む各種の雇用対
策を独自に実施可能であ
り、地域の問題に対応する
ための対策を実施。

●主な業務
　（自治体により異なる）
①企業誘致・産業育成

②生活相談・福祉関係業務

③各種就労支援
（カウンセリング、無料職業
紹介事業、就職面接会、各
種セミナー等）

国 地方自治体連携して雇用対策を実施

ハローワークの求人情報をオンライン提供
【平成26年９月１日開始、322自治体が利用】

ハローワークの求職情報の提供
【平成28年３月に開始、111自治体等が利用】

相互に必要な業務実施を要請
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年
に
北
九
州
市
と
締
結
さ
れ
た
こ
と
を
皮

切
り
に
、
徐
々
に
数
を
伸
ば
し
、
平
成
26

年
度
で
は
28
自
治
体
に
と
ど
ま
っ
て
い
た

と
こ
ろ
、
平
成
27
年
度
に
は
91
自
治
体

（
31
都
道
府
県
60
市
町
村
）
ま
で
飛
躍
的

に
伸
び
ま
し
た
。
雇
用
対
策
協
定
と
い
う

仕
組
み
と
意
義
が
各
地
方
公
共
団
体
に
理

解
さ
れ
た
結
果
、
機
運
が
高
ま
っ
た
結
果

な
の
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。

雇
用
対
策
協
定
の
具
体
的
な
成
果
と

し
て
は
、
例
え
ば
、
地
方
公
共
団
体
の
人

口
回
復
の
た
め
に
、
当
該
地
方
か
ら
都
市

部
に
進
学
し
た
若
者
に
対
し
、
地
域
の
魅

力
的
な
企
業
を
集
め
た
説
明
会
を
都
内
の

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
実
施
し
た
例
も
あ
り
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
取
組
は
、
地
方
公
共
団

体
の
施
策
と
、
国
が
も
つ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

が
有
効
に
連
携
す
る
こ
と
が
で
き
た
事
例

と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

５�　

国
と
地
方
公
共
団
体
の

　
　

�

連
携
の
意
義

以
上
、
国
と
地
方
公
共
団
体
の
各
種
連

携
策
を
見
て
き
ま
し
た
が
、
こ
の
よ
う
な

連
携
策
は
、ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務・

権
限
の
移
譲
の
議
論
の
中
で
生
ま
れ
た
も

の
で
は
あ
り
つ
つ
も
、
多
く
の
場
合
、
国

民
の
利
益
に
資
す
る
取
組
と
な
っ
て
い
る

協定締結自治体数の推移
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４�　

雇
用
対
策
協
定
の
推
進

こ
れ
ま
で
見
て
き
た
各
種
連
携
策
は
、

閣
議
決
定
な
ど
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
た
も

の
で
し
た
が
、
厚
生
労
働
省
と
し
て
主
体

的
に
開
始
を
し
た
の
が
雇
用
対
策
協
定
で

す
。雇

用
対
策
協
定
は
、
平
成
29
年
１
月
31

日
時
点
で
１
１
６
の
地
方
公
共
団
体
と
締

結
さ
れ
て
い
ま
す
。
締
結
の
意
義
は
第
１

回
で
述
べ
た
と
お
り
で
す
が
、
雇
用
対
策

協
定
と
い
う
取
組
を
本
省
、
各
労
働
局
で

一
体
と
な
っ
て
推
進
し
た
結
果
、
平
成
22

持
つ
も
の
と
し
て
、
民
間
企
業
に
対
す
る

提
供
と
は
異
な
り
、
職
業
紹
介
を
実
施
し

な
く
と
も
就
職
相
談
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

等
の
就
職
に
資
す
る
個
別
の
支
援
を
実
施

し
て
お
り
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
連
携
を

図
っ
て
い
る
場
合
は
提
供
の
対
象
と
な
る

こ
と
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
職
業
紹
介
に
つ

い
て
の
研
修
を
実
施
す
る
等
の
特
例
が
設

け
ら
れ
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
に
し
て
平
成
26
年
９
月
よ

り
オ
ン
ラ
イ
ン
提
供
が
試
行
的
に
開
始
さ

れ
ま
し
た
。平
成
28
年
12
月
１
日
時
点
で
、

地
方
公
共
団
体
の
利
用
は
３
２
２
団
体
と

な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、「
オ
ン
ラ
イ
ン
提
供
に
基
づ
く

情
報
提
供
に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
窓
口

の
利
用
者
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
行
く
き
っ

か
け
と
な
っ
て
い
る
」、「
高
齢
者
、
引
き

こ
も
り
の
若
者
等
、
阻
害
要
因
が
あ
っ
て

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
い
け
な
い
方
に
地
方
公

共
団
体
か
ら
情
報
提
供
が
で
き
て
い
る
」

と
い
っ
た
声
も
い
た
だ
い
て
お
り
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
に
と
っ
て
も
有
意
義
な
効
果

も
出
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
右
記
の
日
本
再
興
戦
略
に
は

「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
保
有
す
る
求
職
情
報

の
開
放
」
に
つ
い
て
も
盛
り
込
ま
れ
て
お

り
、
さ
ら
に
平
成
27
年
１
月
に
は
「
平
成

26
年
の
地
方
か
ら
の
提
案
等
に
関
す
る
対

応
方
針
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
、「
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
の
求
職
情
報
を
地
方
公
共
団
体
に

提
供
す
る
取
組
を
、
平
成
27
年
度
か
ら
開

始
す
る
。」
旨
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

こ
れ
を
契
機
と
し
て
、求
人
情
報
と
同
様
、

求
職
情
報
に
つ
い
て
も
地
方
公
共
団
体
に

提
供
す
る
こ
と
が
決
ま
り
、
平
成
28
年
３

月
よ
り
開
始
さ
れ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
求
人
情
報
は
ほ
ぼ
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
が
持
つ
情
報
と
同
じ
も
の
が
提
供

さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
求
職
情
報
は
、

氏
名
等
の
個
人
情
報
等
を
除
い
た
上
で
特

別
な
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
情
報
を
掲
載
し
、

ア
ク
セ
ス
し
た
地
方
公
共
団
体
が
サ
イ
ト

の
中
で
個
別
に
当
該
求
職
者
に
ア
プ
ロ
ー

チ
し
、
自
ら
の
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
促
す

と
い
う
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
ち
ら
は
、
開
始
し
た
ば
か
り
で
も
あ

り
ま
す
の
で
、
地
方
公
共
団
体
の
利
用
は

１
１
１
団
体（
平
成
29
年
３
月
６
日
現
在
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
連
携
策
に
つ
い
て
は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
累
次
の
閣
議
決
定
の
中
で
、
こ
う

し
た
連
携
策
の
成
果
と
課
題
を
検
証
し
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権
限
の
移

譲
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討
す
る
と
い
う

文
言
が
盛
り
込
ま
れ
続
け
て
い
ま
し
た
。
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国と地方自治体の雇用対策協定について

○全国ネットワークで職業紹介・雇用保険・雇用対策を一体的に行う国と、地域の実情に応
じた各種対策を行う地方自治体が、それぞれの役割を果たすとともに、一緒になって雇用対
策に取り組み、地域の課題に対応するため、国と地方自治体が「雇用対策協定」を締結。

■国と雇用対策協定を締結した地方自治体（平成29年１月31日時点）

　計116自治体（38都道府県70市７町１村）

【都道府県（38都道府県）】
①北海道（24年12月）
②奈良県（25年6月）
③滋賀県（25年11月）
④京都府（26年2月）
⑤高知県（26年3月）
⑥岩手県（26年3月）
⑦長崎県（27年2月）
⑧東京都（27年2月）
⑨鳥取県（27年3月）
⑩山口県（27年3月）
⑪長野県（27年3月）
⑫宮崎県（27年3月）
⑬青森県（27年3月）
⑭大阪府（27年3月）
⑮群馬県（27年6月）
⑯沖縄県（27年8月）
⑰福岡県（27年10月）
⑱宮城県（27年10月）
⑲和歌山（27年11月）
⑳富山県（27年11月）
㉑福井県（27年11月） 
㉒香川県（27年12月） 
㉓山形県（27年12月） 
㉔愛媛県（28年1月） 
㉕熊本県（28年1月） 
㉖三重県（28年2月） 
㉗徳島県（28年3月） 
㉘岡山県（28年3月） 
㉙福島県（28年3月） 
㉚茨城県（28年3月） 
㉛石川県（28年3月） 
山梨県（28年4月） 
千葉県（28年8月） 
埼玉県（28年8月） 
佐賀県（28年8月） 
愛知県（28年8月） 
島根県（28年8月）
静岡県（28年12月）　

【市町村（78市町村）】
①北九州市 （22年3月）
②横浜市 （23年1月）
③福岡市 （23年3月）
④久留米市 （24年3月）
⑤宮古島市 （25年1月）
⑥広島市 （25年1月）
⑦堺市 （25年11月）
⑧鳴門市 （26年11月）
⑨神山町 （27年1月）
⑩三好市 （27年2月）
⑪阿南市 （27年3月）
⑫熊本市 （27年3月）
⑬沖縄市 （27年3月）
⑭浜松市 （27年3月）
⑮美馬市 （27年5月）
⑯太田市 （27年5月）
⑰館山市 （27年6月）
⑱吉野川市 （27年6月）
⑲総社市 （27年7月）
⑳小松島市 （27年7月）
㉑前橋市 （27年8月）
㉒東大阪市 （27年8月）
㉓志布志市 （27年10月）
㉔姶良市 （27年10月）
㉕熱海市 （27年10月）
㉖日南市 （27年10月）
㉗勝山市 （27年11月）
㉘牟岐町 （27年11月）
㉙南九州市 （27年12月）
㉚新潟市 （27年12月）
㉛大野市 （27年12月）
掛川市 （27年12月）
常陸太田市 （28年1月）
越前町 （28年1月）
福井市 （28年2月）
山形市 （28年2月）
鯖江市 （28年2月）
指宿市 （28年2月）
天童市 （28年2月）
高槻市 （28年2月）

日置市 （28年2月）
越前市 （28年2月）
宇佐市 （28年2月）
佐伯市 （28年2月）
那須塩原市 （28年2月）
豊後大野市 （28年2月）
笠間市 （28年2月）
豊後高田市 （28年3月）
坂井市 （28年3月）
札幌市 （28年3月）
小田原市 （28年3月）
高崎市 （28年3月）
あわら市 （28年3月）
北上市 （28年3月）
霧島市 （28年3月）
都城市 （28年3月）
下関市 （28年3月）
東海村 （28年3月）
大洗町 （28年3月）
鹿児島市 （28年3月）
敦賀市 （28年5月）
吹田市 （28年5月）
柏原市 （28年5月）
永平寺町 （28年7月）
千葉市 （28年7月）
中津市 （28年7月）
吉野町 （28年7月）
倉敷市 （28年8月）
加西市 （28年8月）
小浜市 （28年9月）
日田市 （28年10月）
浦添市 （28年11月）
若狭町 （28年11月）
宮崎市 （28年11月）
薩摩川内市 （28年12月）
寝屋川市 （28年12月）
尼崎市 （29年1月）
岐阜市 （29年1月）

※：第 6 次地方分権一括法の施
行日（平成 28 年 8 月 20 日）
に、従前より締結していた
ハローワーク特区協定を雇
用対策協定とみなした。 

こ
と
が
重
要
な
点
で
す
。
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

は
あ
く
ま
で
国
が
担
う
べ
き
で
あ
る
こ
と

に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
地
方
公
共

団
体
と
連
携
す
る
こ
と
で
、
よ
り
国
民

サ
ー
ビ
ス
が
向
上
す
る
の
だ
と
い
う
事
実

を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
も
言
え
ま

す
。移

管
で
は
な
く
、
国
と
地
方
公
共
団
体

が
連
携
す
る
こ
と
が
雇
用
対
策
に
と
っ
て

最
適
解
な
の
だ
と
、
こ
れ
ら
連
携
策
の
成

果
は
証
明
し
て
い
る
の
だ
と
言
う
こ
と
が

で
き
ま
す
。


